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第1章 計画策定の目的

本町において、高度経済成長期を中心に整備された公共施設やインフラ施設の更新時期が今後30年間
に集中します。
一方で、本町において更なる人口減少、少子高齢化により財政状況の悪化が危惧されています。その

ため、公共施設等の実態や維持管理コストを考慮しながら、長期的な視点で財政負担の軽減、公共施設
の持続性を確保する必要があります。
本計画はこのような背景を踏まえ、総合的に公共施設を管理するための方針を定めることを目的とし

ています。

▪計画期間

平成29年度から令和31年度までの32年間
※以降、実施状況を確認しながら計画の見直しを行います。

▪対象施設

公共施設
庁舎・学校・町営住宅・集会施設等

インフラ施設
道路・橋梁・上下水道等

南部町公共施設等総合管理計画【概要版】

第2章 南部町の現状及び将来の見通し 第3章 公共施設等の現状及び将来の見通し

▪財政の現状

▪計画の目的

▪人口の推移
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令和2年度決算において歳入は前年度より約27億円増加しました。その要因としては新型コロナウイルス
対策による国庫支出金が増加したことによるものです。過去10年においては70億円前後で推移しています。
歳出についても令和2年度決算では前年度より約28億円増加しました。主な要因としては新型コロナウイ

ルス対策に伴い補助費等が約11億円増加したほか、複合施設整備事業に伴い建設費が約15億円増加したこ
とによるものです。
過去10年において、財政改革等の取組により人件費は減少傾向にあるものの、扶助費は増加傾向にあり

ます。
このように本町における財政状況は厳しいなかで、今後も増え続ける社会保障費や子育て支援、公共施設
等の老朽化対策などに対応するためには、新規事業の必要性等を十分に見極めたうえで必要最小限の経費
におさえ、財政規模に応じた予算編成に努めなければなりません。
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▪施設保有量の推移 ▪施設の老朽化の状況

▪公共施設等の更新の経費

公共施設の減価償却費の推移は上記のとおりです。
減価償却費とは資産の老朽化度合いを示しており、

100％に近いほど老朽化が進んでいることを示しています。

計画当初と比べ、公共施設は複合施設の建設に伴い
増加しております。インフラ施設についても、削減が
困難なことから増加傾向にあります。

上記の項目から、施設の保有量が増えると同時に老朽化も進んでいることが分かります。
そのため、予算や優先順位を考慮のうえ、施設の長寿命化を行う必要があります。
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①単純更新した場合

②長寿命化対策を行った場合

本町における人口は、2045年には
3821人（35％）減（2015年比）とな
ります。
生産年齢人口についても、1736人

（29％）減（2015年比）となることか
ら、町税の減少が見込まれます。
一方で、65歳以上の人口は646人

（17％）減の減少にとどまるため税収
に対する支出の負担が増加することと
なります。

令和2年度
(2020年）
95.4億円

（m）

（㎡）

対策の効果額（①-②）

対策の効果額（百万円）

7,710 13,400 2,600 2,040

公共施設・インフラ施設の今後40年間における施設の更新について、単純更新した場合と長寿命化対策を行った場合の費用
の差額は上記のとおりです。

（百万円）
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(1) 点検・診断等の実施方針

⊡法定点検のほか、任意の調査・点検を行います。
⊡利用率の低い施設はその状況を把握し早期に廃止・転用などの合
理化を 図れるような事務執行を検討します。

(2) 維持管理・更新の実施方針

⊡利用率・効用・意義・老朽度合等を総合的に判断します。
⊡既存の周辺施設との複合化や小規模化を検討し、トータルコスト
に配慮します。
⊡施設の総量、安心・安全の観点からも廃止や修繕不可能な施設に
ついては積極的に
取り壊しを検討します。

⊡整備・維持管理の運営については、ＰＦＩなどの民間資金も含め
て効率的に活用します。

第4章 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な考え方

第5章 計画を実現するための方策

(1) 総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築

計画的な維持管理等の実施や公共施設等整備基金等の有効活用を行い、計画的な事業執行を行うこ
とで、事業に係る資金や事務作業の平準化を図ります。
本計画の実施においては所管部署をはじめとした各部署の情報を共有し、公共施設等の管理を計画
的に実施できる体制を構築します。

(2) 職員の意識改革

計画を実施していくためには公共施設等の現状や計画の策定意義を職員が十分に理解し、これまで
の対処療法的な維持管理から経営的視点へ方向転換し、社会経済や住民のニーズの変化に対応する
必要があります。
そのためには職員自らが創意工夫を実施していくことが重要であるため、職員の啓発に努めます。

(3) フォローアップの実施

本計画は本町の取り巻く環境の変化に対応するため、随時フォローアップを行い、必要に応じて計
画の見直しを行います。

(4) 地方公会計の活用

本地方公会計により作成した固定資産台帳は、公共施設の保有量や老朽化状況の把握、中長期的な
経費の算出など、本計画の実施への基礎情報となることから、年度ごとに更新を行います。
また、施設別の行政コストの作成など、地方公会計の情報を積極的に活用し、施設の今後の在り方
について検討します。

(5) 施設類型ごとの基本方針

施設ごとの管理の方針は以下のとおりです。

公
共
施
設

学校教育系 現状の施設を引き続き保有するとともに、施設の老朽化具合に応じて必要な修繕等を行う。

公営住宅 一部の住宅について、利用状況を考慮のうえ、廃止等を検討する。

市民文化系 一部の集会所について、施設の利用状況を考慮のうえ、譲渡を検討する。

社会教育系 現状の施設を引き続き保有するとともに、施設の老朽化具合に応じて必要な修繕等を行う。

スポーツ・レクリエーション系 一部施設について、利用状況を考慮のうえでの廃止や、他の用途への転用を検討する。

産業系 一部施設について、他の施設への集約化を検討する。

子育て支援 一部の保育園について、施設の統合を検討する。

保健福祉 一部の福祉施設について、施設の集約化を検討する。

行政 現状の施設を引き続き保有するとともに、施設の老朽化具合に応じて必要な修繕等を行う。

供給処理 現状の施設を引き続き保有するとともに、施設の老朽化具合に応じて必要な修繕等を行う。

その他 一部施設について、利用状況を考慮のうえ、廃止や譲渡を検討する。

イ
ン
フ
ラ
施
設

道路 舗装損傷状況、路線の重要性、近年の補修状況、交通量等を考慮して補修の優先順位を決定する。

橋梁 各橋梁の損傷度、重要度を点検による判断のうえ、計画的かつ予防的な修繕対策を実施する。

上水道 重要度の高い施設や投資効果の高い整備を優先的に実施しながら、水道システムの耐震化を行う。

下水道 点検調査の結果を踏まえて対策（修繕改築）が必要な設備を選定し、その中で優先順位を設定する。

▪実施方針について

(4) 耐震化の実施方針

⊡利用率・効用率の高い施設については重点的に実施します。

(5) 長寿命化の実施方針

⊡施設の劣化が進行する前に計画的に維持管理を行い、施設の長寿命化を
図ります。

(6) ユニバーサルデザイン化の実施方針

⊡性別・年齢・障がいの有無に関わらず、誰もが利用しやすい施設を目指
します。

(7) 統合や廃止の実施方針

⊡積極的に既存施設の有効活用及び売却等を行い、新規の施設整備は抑制
します。
⊡利用率の低い施設については集約・転用・売却を行います。

第3章 公共施設等の現状及び将来の見通し

▪維持管理・更新に係る経年別の費用推計

(3) 安全確保の実施方針

⊡危険度が高く利用率の低い施設については原則取り壊します。
今後40年間における施設の維持管理や更新における費用はおよそ360億円要す

る見込みであり、年間平均で9億円要する見込みとなっています。


